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1　序
　社会科学の場合、異なる社会・文化環境のもとで生み出された研究成果の
普遍性を無批判に受入れてはならず、これらの研究成果を正しく吸収するた
めには、まずもって、独自の研究努力を十分積み重ねていることが必要であ
る91日本の社会科学は、日本の現実に対する関心を欠いたまま、欧米理論の
導入・解釈学的研究に終始したり、あるいは欧米理論の適用・修正にとどま
ることが多かったことが指摘されている。近年にいたって、経営学の領域で
はこのような傾向が反省され、事態はかなり好転しているように思われる。
第2次大戦後、「日本的」経営の現実には強い関心が持たれていなかったた
めに、あるいはまた、「日本的」経営を早急に克服されるべき後進性の表現
と考えられたために、アメリカ経営学説によって表現されるところのアメリ
カ式経営管理が先進的なモデルとして理解されようとしたのであった。その
結果、アメリカの経営にしみついているその風土性が見落とされ、アメリカ
経営諸学説の無限定的な紹介・導入ブームを招来した讐）ところが日本経済の
高度成長によって、その成果の重要な部分を担った日本的経営に対する再評
価が行われたこと、逆に経営の国際化によって、日本的経営の風土性やそれ
にもとづく諸間題が強く意識されるにいたったことなどを背景として、日本
的経営のおかれた現実、その社会的・文化的背景についての認識を踏まえて
行われる研究が多くなった。
　日本的経営の研究は、日本の経営の現実に目を向け、経営のアメリカ・モ
デルとは大きく異なっているにもかかわらず、日本の社会ではかなり有効に
機能している、日本型の経営システムが現に存在する旨を示している。そう
であれば、企業の経営実践において適用され、経営管理活動への役立ちが期
待されている管理会計が、わが国においていかに機能しているか、再確認の
必要性が認められよう。
　かかる認識にもとづいて、わが国の企業における経営管理実践が、管理会
計に対していかなる役割をどの程度期待しているのか。また、管理会計が経
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営管理実践に対して、どのようなかたちで貢献的機能を遂行しているのか、
あるいは、どのようなかたちでしか貢献的機能を遂行しえないのか。本稿で
は、業績評価会計、とりわけ経営管理組織（の構成員）と会計機能の関係を
扱う、いわゆる責任会計（responsibility　accounting）に焦点をあて、かかる問
題解明の第一歩としたい。
虹　責任会計と個人責任
　アメリカ管理会計論において、責任会計が本格的に取上げられるようにな
ったのは1950年代以降であり（～）わが国においては、日本生産性本部のコスト
・コントロール視察団の報告書『経営管理と原価管理』（1957年）の中で初め
て紹介され、1960年に公表された通商産業省産業合理化審議会の答申『事業
部制による利益管理』を契機として、多くの論者により取上げられるように
なった。
　責任会計は、経営管理組織内における責任者と会計数値を結びつけて展開
される会計制度と理解されている讐）その基礎的発想は、会計の重点を製品原
価算定から原価管理（cost　contrd）へ移行させることにある。すなわち、財
務諸表作成等のための製品原価算定に会計数値を用いるのに先立って、会計
数値を経営管理者に対する報告書において、原価管理のために、　「誰がその
数値をもたらしたか」という視点から集計し報告することにある曽）その意味
で、責任会計は、会計数値をそれが生み出されるプロセスではなく、その発
生にかかわる責任者という人間に関連させて展開するところに特徴がある。
それは、いわば会計数値が管理組織内で管理目的のために機能するという視
点から展開される会計制度である。
　責任会計が提唱される以前にも、標準原価計算のように、管理目的に役立
つ会計制度が企業内に存在したが、その中心は標準の設定、標準と実績との
差異分析等の計算技術的側面におかれ、数値にかかわる責任者の視点が軽視
一121一
されていた。この傾向は会計の全領域にあてはまり、会計の計算技術的側面
が重視され、管理的利用という機能の側面が強く意識されることはなかった。
計算技術的側面が強調されると、責任会計は実務に何ら新しい技術を導入す
るものではなく等）会計上の理論や原則に積極的な変化をもたらすものでもな
いが？会計数値の管理的役立ちを期待される管理会計の機能的側面からの組
織的体系的展開においては重要な意昧をもっことになる。
　アメリカ会計学会の1958年度管理会計委員会報告書は、財務会計と対比さ
れる管理会計の特質を経営の内部的要求に依拠する点に求め、「業績の評価」
（evaluation　of　perfomance）と「将来に対する見積の作成」（development　of
estimates　of　the　future）に集約し、後者が計画活動、前者が統制活動である
とする。統制は、「計画、方針および目的への準拠性を確かめるのに必要な
行為に関する概念であって、実績を観察、記録、報告し、実績と計画、目的
および予算を比較し、また是正措置をとること」を意味し、その前提条件と
して、統制基準としての目標・標準の設定と利用がおかれる。その統制基準
が予算や標準原価である。ぞのような統制のための会計・業績評価のための
会計との関連で、責任会計が言及されている。すなわち、
「責任会計の概念の発展は、統制のための会計を基礎とするデータの利用と
いう意味から、非常に画期的なことがらである。…統制は人を通じて行うも
のであって、物を通じてなしとげるものではないから、会計を基礎とするデ
ータは、主として、内部的な統制を目的とする職員の責任内容に合せて報告
されなければならない曾）」
　ここでは、責任会計は、統制会計の中枢に位置づけられている。そのこと
から、企業全体の責任・権限の分担構造に即して管理可能性に基づく勘定分
類の重要性が指摘され、また、責任・権限の明確化した経営管理組織の確立
の必要性および管理会計とヒューマン・リレーションの関係の重要性が指摘
されているQ
　以上のように、責任会計は、会計数値を人の責任と結びつけることにより、
業績の評価（統制）を効果的に行うことを主眼とする会計制度である。そこ
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で、責任の内容をいかに解釈するかが責任会計の本質ならびに具体的形態を
理解する鍵となる。一般的には、責任内容は会計数値に即して理解され、当
初の「原価責任」という内容から徐々に拡大され、今日では「収益責任」さ
らに進んで「利益責任」をも含むものとして理解されている。このような拡
大化傾向は、一面で組織の肥大化により、組織が職能部門組織から事業部制
組織へと展開しているこどに対応し、かつ責任会計が全領域にかかわる会計
制度とみられるにいたっていることを示している。つまり、「原価責任」「収
益責任」は、職能部門組織における製造部門、販売部門に主に対応し、「利益
責任」は、事業部制組織における事業部レベルに対応するものとみられてい
る讐1しかし、このような理解が十分妥当性をもつか否かをみるには、そのよ
うな理解により、責任会計が指向した業績の評価（統制）を十分効果的に達
成しうるか否かの検討を必要とする。それは、ほかならぬ責任の本質を会計
数値の側面からではなく、より本源的に組織における責任の側面から分析す
ることの必要1生を示している。
　（1）責任会計の基底としての個人責任
　責任会計は、組織内の人の責任と会計数値を結びつけることに本質的特徴
をもつが故に、その展開においては組織の中における責任体制の確立が不可
欠であり、経営管理組織の的確な確立が問題とされねばならない。そこでま
ず、その責任がいかなる性格のものであるかが明らかにされる必要がある。
その場合、組織が人間の集団による協働的性格を有することを踏まえつつ責
任を集団的性格と考えるか個人的性格と考えるか、およびその根拠はいかな
るところにあるかが問題となる。これに関して、以下アメリカ経営組織論の
立場を明らかにしていきたい。
　アメリカ経営組織論によれば！①企業の経営活動をますます効果的たらしめ
るために、組織は企業構成員の諸責任およびそれらの間の諸関係を規定する。
ここで、経営活動とは、企業目的の達成にさし向けられた当該企業の全構成
員の努力の総計である。したがって、組織は、企業構成員の遂行すべき経営
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活動の諸部分を規定するために、所要の努力を作業に分割し、個々人の作業
にまで配分する過程を意味する。かくして、個々人の作業の総和は経営活動
の総計に等しく、逆に組織された努力は、まさに個々人の努力の総和にほか
ならないことになる。
　以上の組織観にもとづき、生産、生産管理、I　E、営業ならびに配給、産
業関係、会計等々の経営活動の全領域は、まず基本的領域に分割され、順次
二次的領域に分割される。そして、究極的には、個人の分担分にまで分割さ
れない限り、その組織は完全かつ効果的でないのである。この場合、経営活
動における各構成員の担当部分（個人の分担分）が責任と規定される。そこ
で、構成員個々人の責任が明確に規定されること、およびその個々人の責任
の相互関係が明確に規定されることが、効果的な組織の必須条件となる。こ
のことは、組織が個人責任の確立によって、はじめて効果的にその目的を遂
行しうることを明確に指摘するものである。
　かくして、経営活動が順次細部にいたるまで分割され、その遂行責任が必
ず一構成員に割当てられる。それを引受けた以上、その責任は当該構成員に
帰属し、他の何人にも帰属するものではない。この責任の個人的性格は、分
割可能な作業のみならず、相互依存的な共同作業に関してもあてはまるとさ
れる。共同作業の場合、一見すると集団として一個の責任が存在するように
みえるとしても、それが本質ではなく、その責任は個々人に分割されるもの
と考えなければならない。このことは、努力は共同的であっても、責任は断
じて共同的でないことを意味するものである。
　以上のように、責任の個人的性格が徹底して主張される。そのことは、組
織の効果的運営にとって、責任を他人と共同で負うことが不可能であり、ま
た割当てられた責任を負う人がその一部分でも他人に対して負わせる権利を
有せず、すべて個人で負わざるをえない必然性を示すものである。企業は、
このような個々人の諸責任からなるモザイクであり、諸責任の総和は、まさ
しく経営活動の要件全体に等しい。
　上述のごとき個人的性格をもつ責任は、委譲関係を通じて創出され、組織
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は責任の連鎖の関係として把握されている。委譲によって、委譲前の責任は、
委譲者側の留保責任と受任者に委譲された責任に分割されるとともに、義務
と権限に固有の関係が自動的に生ずる。すなわち、委譲者は責任を受任者に
委譲し、これを受諾した受任者は委譲者に対し責任と等量の義務を負い、か
つ責任を遂行するための権限を受取る。また、委譲者は委譲により受任者に
責任を課す代りに受任者の義務を受取り、この義務が監督により確保される
ことになる。
　企業が組織という集団であり、構成員の集団的努力により営まれている現
実を認識すると、組織における責任は、一見構成員の集団責任と考えられ易
い。また、従来の責任会計の規定の仕方に若干みられるように、企業組織の
管理的地位を重視すると、その責任は、管理階層に位置するものとみられる
傾向が生ずる。このような責任の解釈は、集団責任に責任の本質を埋没させ
る危険性をもつ。確かに、組織における責任は、究極的には集団責任として
現象するかもしれないが、その基底にはその組織を構成する個々人の個人責
任が存在すると考える必要があろう。
　（2）責任会計の本質
　個人責任を強調するアメリカ経営組織論は、組織の中で責任を個々人にい
たるまで明確に分割することの重要性とその論理を示しているが、この考え
方は、会計的観点からみた場合の責任中心点（responsibility　center）と軌を一
にする。すなわち、責任中心点は、責任を有する人によって率いられた一組
織単位であり、それは社長に始まり、順次各部門→課→係を経て各個人にま
で拡充される。また個人責任の重要性に関連してつぎのように指摘されてい
る。
「責任中心点の概念は比較的新しく、したがって、多くの企業は、まだ個人
の責任という観点から管理会計制度を設定しようとはしていない。ところが、
原価中心点の考え方は比較的古く、また伝統的に『原価中心点』と呼ばれて
きたものと同じ組織単位が責任中心点の定義としばしば一致することが多い。
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この場合、原価中心点は、その中心点を通過する製品に原価を賦課するため
の原価集計の一手段であるが、もし一個人がその業績に責任を負うとすれば、
それはまた責任中心点である。…しかし、製品原価計算のために部門に賦課
される原価は、責任を測定するために用いられる原価と同じものではないで
あろう害㌧
　ここでは責任中心点にもとづく管理会計制度として責任会計制度を考えて
おり、かつ責任中心点が個人責任として規定されている。このことから、上
述の指摘は、従来の会計計算が経営管理機能を果たすとはいえ、依然として
損益原理の主導の下におかれていることの限界を示すと同時に、責任会計が
個人責任を基底において展開されるべきことの重要1生ならびにその会計制度
の経営管理上の有効性を示している。
　このように責任会計の基底として個人責任をおくことは、もし個人責任の
レベルで厳格に責任を規定しなければ、責任測定（業績評価）が曖昧で信頼
できないものになることを示唆するからにほかならない。同時に、もしそう
しなければ、責任会計が自ら標榜する統制会計としての機能を放棄すること
を意味する。
　さらに、その責任が個々の職場に即して規定されうる個人責任のレベルま
で押し進めて責任内容を考えることを、統制機能が本質的には客観的で信頼
性のある計画値（統制基準）を前提としていることを踏まえて考えるとき、
その責任内容は、個々人に明確な計画的根拠をもって跡づけうる標準時問や
標準作業量等の作業現場レベルの物量基準によるものと関連づけることがも
っとも妥当であるともいえよう蟹また、このような意味では、責任会計の本
質は、原理的には、科学的分析により信頼できる統制基準が設定できる製造
現場レベルに求められるといえよう。このように解すると、責任会計の本質
的形態は、「原価責任」に結びつく形態に求めることができ、事業部制にか
かわる「利益責任」にまで拡張して考えることは、本質的理解という視点か
らは少なからぬ問題点を保有することになろう。それは　拡大化した統制機
能に依拠し、かつ期問損益計算原理に強く支配された形で発現するからであ
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る。、それゆえ、その場合は、少なくとも責任が個人的性格から遊離する危険
性をもつことに注意を向ける必要があろう。
　またこのように責任会計の基底に個人責任をおくことは、計画と統制の分
離を、計画を個人責任に即して策定することを通じて、統制の局面へ継承す
ることを可能にする。その意味で、個人責任を基底にもつ責任会計は、計画
と統制という異質な機能を有機的に連結する具体的・内在的媒介環として位
置づけることができよう曾
皿　日本的経営組織の構造
　日本人の責任意識が、欧米人のそれと対比した場合に、ある種の顕著な特
徴を示しているという事実は、すでに多くの論者によって指摘されている調
この日本人に特徴的な責任意識が、きわめて根底的なところで、いわゆる日
本的経営の構造そのものに重要なかかわりをもっている。経営組織において
は、その組織の構造および性格を規定するうえで、権限および責任の態様が
決定的な意味をもっているのも事実である。したがって組織構成員の問に存
在する権限および責任の意識が、欧米人のそれと顕著に異なっているならば、
これらの権限・責任意識を背景として組織された日本的経営の構造は、欧米
におけるそれとは、大きく異なったものとならざるをえない。また、たとえ
欧米流の管理制度や管理技法がわが国に輸入・適用されたとしても、それに
対する組織構成員の対応の仕方は、当然欧米の場合とは異なったものとなら
ざるをえない。その結果、このような管理制度は、欧米における場合のよう
に機能しなくなるものと考えられる。このようにみてくると、日本人に特徴
的な責任および権限の意識は、わが国における経営組織の構造や経営のあり
方と深いかかわりをもっていることがわかる。
　そこで、日本人の間にみられる責任（および権限）意識の特徴を明らかに
し、ついで、このような日本的意識と日本的経営組織のあり方とが、相互に
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どのようにかかわり合っているかについて検討を試みることにしたい。それ
により、欧米の経営組織を前提として展開され、個人責任を基底とする責任
会計制度を、わが国の経営管理実践に適用する際の問題点がおのずと明らか
になるであろう。
　（1）日本人の責任意識
　日本人の責任意識としてまずあげなければならないのは、個人責任の意識
が確立されていないという事実であろう。このため、各個人の引受けるべき
責任の範囲が、きわめて不明確なものとなる。欧米的な責任観に立つならば、
責任は、一定の契約ないし同意によって成立するものであり、したがって、
責任の範囲は明確に規定されなければならない。また責任を全うした結果享
受しうる利益、あるいは不履行の結果蒙る不利益についても、明確な規定が
必要となる。その結果、責任をとる場合にも、一般的に、この規定された範
囲でのみ、利益の喪失、ないしは不利益の甘受がなされる。しかし、われわ
れ日本人の責任意識においては、個人責任の原理が確立していないために、
自分がどのような責任を負っているかは、通常明確に意識されていないこと
が多い。このため、職務を遂行する義務という意味での責任意識はいきおい
稀薄なものとなっている。
　また、企業等の集団の構成員の間に、責任の連帯性が顕著に認められる。
それは契約ないし承諾によって成立し、明確にその範囲が限定されるといっ
た類のものではなく、その集団に所属しているという事実そのものによって、
好むと好まざるとにかかわらず、集団のメンバーが引受けることを期待され
る類のものである。
　日本人の責任意識におけるもうひとつの特徴は、大きな社会に対する責任
よりも、自分の所属する集団への責任がより強く意識されること、また所属
集団の内部にあっては、上位の集団に対してよりも、より下位の集団に対し
て責任が意識されることである。このような責任意識を反映して、日本人の
問には、契約や引受けた職務に対してよりも、集団に対して責任を意識する
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という特徴的な意識が認められる。
　責任意識の場合と同様、日本人の権限意識もまた顕著な特徴を示している。
客観的ルールによって一定の正当性を保証され、かつ客観的ルールによって
明確にその範囲を限定された権限は、欧米とくにアメリカの組織においては、
命令の受容を確保するうえで、極めて重要な役割を果たしているように思わ
れる。しかし、日本人の権限意識の特徴としては、権限の正当性についての
意識が稀薄であり、また与えられた権限の範囲についての明確な意識が欠如
していることがあげられる。
　かかる日本人の権限意識の不明確さ、および、先の個人の責任範囲の不明
確さに照応して、欧米の場合と異なり、一般に権限と責任の範囲が照応して
いないにもかかわらず、それがほとんど意識されていないという事実があげ
られる。換言すれば、権限をもたない事柄、あるいは権限の及びそうもない
事柄に対してまで、ある種の責任を負わされているのである。
　以上のことから、日本人の責任意識は明瞭に集団志向的特徴を示している
ことがわかる鯉
　（2）経営組織の集団的編成
　自分が組織のなかで果たす機能よりも、その集団への所属を重視するとい
う日本人独特の社会意識や、また義務や責任が明確に限定されていないとい
う日本人に特徴的な規範意識の存在は、わが国独特の経営制度を生みだす重
要な心理的基盤となっている。すなわち、社会において自分の果たすべき機
能を重視し、義務・責任の範囲を明確に限定しようとする欧米の社会にあっ
ては、職務の内容・責任の範囲があらかじめ明示されることが、諸個人が経
営組織に参加するための前提条件となっている。このため、欧米社会におい
ては、これら職務内容ないし責任の範囲は、雇用に先だって明確に規定され
ていなければならない。その結果、欧米の経営組織は、1人の人間が担当し
うる、責任範囲の明確に限定された職務を基礎単位とし、それらの職務が過
不足なく、全体として経営目標を達成しうるように構成されていて、ひとつ
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の能率的な体系を形成している。このような組織観は、長年にわたって、ア
メリカ経営組織論の枠組を構成してきたといえる。
　これに対して、日本的経営組織の構造は、以上のような欧米型組織の構造
とは、顕著な対照を示している。すなわち、組織内で果たす機能よりもその
集団に所属することが重視される日本の社会では、引受けるべき責任範囲の
明示は、個人が組織に参加する場合の前提とはならないことが多い。その結
果、まずその個人を組織に所属させることが決定されたのち、各個人にどれ
だけ業務を分担させるかが決定される。この業務集団に割当てられた一定の
業務の一部を個人の能力を勘案しつつ、適当に組合せて割当てるのである。
この場合、割当てる業務の組合せや分量は、そのときの状況に依存している
のであり、職場単位で割当てられた業務の遂行こそが優先される。またその
際、各個人が分担すべき職務の内容は、一応規定されている場合が多いとし
ても、非定型的な職務の場合には、一般にきわめて抽象的かつ包括的に規定
されており、また定型的な職務の場合でも、その構成は、できるだけ柔軟性
をもたせるように工夫されている蟹
　以上のような組織観の差は、経営組織図にも明瞭に現れていることが指摘
されている撃すなわちアメリカの組織図はその大半が「職位関係図」であり、
その組織単位は個々の職位である。この職位がどのような位置づけ、関係に
あるかを明らかにすることが必要であり、これを図式的に表示したものが、
職位関係図としての組織図である。これに対して、わが国の組織にあっては、
各部門の長たる職位は部門の代表者としての役割を担っている。このような
部門的思考に立って、従来の組織図の大半は、「部門関係図」、「部門構成図」
としてのものであったといえる。この両者の比較から明瞭によみとることの
できる事実は、アメリカの企業が、個々の個人に割当てられる職位を単位と
しているのに対して、日本企業の組織図が、職場すなわち個々の集団をその
構成単位としていることである。これは、明らかに両者の組織観の差を反映
している。すなわち、アメリカ企業の経営組織は、管理上の職務を遂行する
諸職位の問の指揮・命令関係、職務権限関係として把握されでいるのに対し
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て、日本企業の経営組織は、管理職のみならず、管理される人々をも含めた、
集団が基礎単位となっている。そして、これらの集団がいくつか集まって上
位集団を形成し、この上位集団がいくつか集まって、さらに上位の集団を形
成している。
　このように、日本的経営組織の構造は、先に示した日本人の責任意識の特
徴と明瞭に照応している。それは、このような組織の集団的編成によって、
職場単位の業績向上をはかることが、日本人の間ではより有効な組織の編成
方法であることを示しているといえよう。
邸　日本的経営下の責任会計
　責任会計制度は、経営管理組織内における責任者（究極的には各個人）と
会計数値を組織的に結びつけ、責任者の管理責任を計数的に明らかにするこ
とを通じて予算管理や原価管理などを有効に遂行することにより、経営業績
の向上をはかる会計制度である。企業内で組織的に会計数値を用いるために
は、この制度の導入が不可欠である。それは、組織の大規模化に伴い生成し
たものであり、分権的管理組織と密接な関係におかれる。したがって、責任
会計制度を具体的に展開し、その枠組を構築するためには、責任会計制度を
組織全体の中で体系的に展開するための形式的枠組の構築が重要となり、責
任会計が密接に関係する経営管理組織、とりわけ分権的管理組織の適切な確
立に関する問題が関心事となる。
　分権的管理組織は、企業経営に関する総括的責任をもつトップ・マネジメ
ントが、経営活動に関する権限と責任を下部の責任者に対して、それぞれの
職務や階層に応じて委譲することによって、組織内における人々の行動を体
系化し、責任者の自主的な活動を通じて経営活動の効率化をはかることを目
的として形成されたものである。権限と責任の委譲の仕方により事業部制組
織や職能部門組織という異なった組織形態になり、委譲の度合が大きくなれ
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ばなるほど、各責任単位の自主性は高まる。この分権的管理組織が有効に機
能するためには、職務にマッチした権限と責任が明確に規定され、組織全体
の体系が確立される必要がある。
　こうして確立された組織は、責任会計において重要な意味を有する責任中
心点の見地からすれば、個々の責任中心点から構成される秩序正しい階層的
体系ということができる。また、責任会計における責任の本質は、基底的に
は個人責任を意味するから、ここでいう責任中心点は、究極的には組織を構
成する個人の段階までを意味するものと考えなければならない。そのように
考えれば、責任会計の形式的枠組を規定する経営管理組織は、基本的には取
締役会一社長一事業部長一部長一課長一係長一主任等の職制上の管理責任単
位のほか、さらにその下に末端の従業員や作業員が位置するという系列と考
えることができる。
　責任会計の形式的枠組は、このようにして形成された組織を基礎にして構
築され、具体的には、各責任中心点ごとに会計数値が集計され、さらにそれ
らが有機的に結合した報告システムとして確立されることになる。したがっ
て、報告システムにおいては、各責任中心点ごとの会計数値が独立して部分
的に把握されるとともに、それらの会計数値が関連づけられ、組織階層が高
まるにつれて統合されていくことになる。つまり、責任会計における報告シ
ステムは、一方で責任中心点ごとの部分的独立的数値を明示するとともに、
他方でそれらを総合した総合的数値を明示するものである蟹
　欧米の経営組織は、明確に規定された個々の職務を基礎単位とし、これら
を経営目標の達成に向かって過不足なく構成したものであり、権限を支えと
し、職務内容を中心とした感情中立的な管理を行いうる状況にあるといえる。
ここでは、個人責任を基底とする責任会計制度の導入が可能であり、きわめ
て有効に機能しうると考えられる。日本においても、形式上は管理機構的な
組織を作っている企業が大半である。しかし、前節でみたようにそれはあく
までもたてまえにすぎず、実際の組織活動は、それとはほとんど無関係な形
で営まれている。それは、たんに欧米的な組織に多少日本的な修正を加えた
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というような程度にとどまるものであろうか。欧米と日本では、組織の依存
する原理が根本的に異なっているのである。そうであれば、日本的経営組織
の特徴とされていることは、欧米企業の組織原則を前提とする限り、すべて
組織の非効率あるいは混乱をもたらすだけであり、責任会計の導入はおろか、
そもそも組織として維持することさえ、おぼつかないであろうことは明らか
である。しかし現実に日本の企業は、混乱に陥っているわけでもないし、そ
れどころかかなりうまく機能していることは否定できない。
　日本的経営組織は、個々人の分担する職務の積上げによって編成されてい
るというよりは、集団を単位とし、一定の業務がこの集団において円滑に遂
行されるよう工夫され、モチベーション管理が管理活動の中核を構成し、ま
た、きわめて情緒的な管理が効果を発揮すると考えられる。ここでは、個々
人の権限や責任の範囲が明確でないために、一般に個人のレベルで職務遂行
度をフォーマルに測定することはせず、集団単位での業績を測定し、情報化
して、それを収集することになる。個人間ばかりでなく集団間においてさえ、
責任範囲が明確でない場合が多く、構成員間の、あるいは集団間の和のもと
に協調していく日本的な集団主義的方式においては、フォーマルな形式での
情報収集は不完全とならざるをえず、また、フォーマルな形式で収集される
情報は個人業績に関する情報の積上げというよりも、集団（部門〉業績が中
心となる。したがって、個々人の業績は特別な場合を除いて日常的にフォー
マルに評価されることなく、インフォーマルに評価されるにとどまる。とい
うのは、集団主義は和の協働のもとに集団の仲間同士が接触するため、人問
関係は自然に濃密なものとなり、人格的接触にまで進む場合が多く、個人レ
ベルまでおろした業績測定をフォーマルに行うことは、個人間の競争を公然
と誘発させることになり、かえって和の協働の維持に反することになって、
集団内部の安定性を崩壊させる原因につながりかねないためである撃
　かくして、日本的経営組織にあっては、組織の集団的編成および固有の管
理方式から脱却できない相当の理由が存在しているのであり、欧米的組織編
成および管理方式をわが国で採用し、徹底させていくには、日本的経営組織
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を構成している枠組みを廃棄しない限り困難であるといわなければならない
であろう。
???結V
　責任会計における責任の本質は、経営管理組織上の責任（および権限）と
密接に結びついた個人責任と理解され、　「個人責任概念を欠いては責任会計
は成り立たないし、ひいては管理会計もその基盤を喪失する危険を蔵してい
る（2①」ともいわれる。一方、日本人の責任意識は集団志向的であり、それに
照応して、日本企業の経営組織も集団が基礎単位となっており、個人責任は
通常認められない。このような組織風土のもとで、日本的経営に欧米的組織
観にもとづく責任会計制度を導入し有効に機能させることは、きわめて難し
い状況にあるといえよう。また、責任会計の考え方それ自体は大いに認める
としても、わが国の企業が、いわゆる日本的経営を営み続ける限り、責任会
計に対する役割期待を積極的に解することは、多少困難が伴うであろう。と
はいえ、これによって、会計情報の業績評価面での利用を否定する消極的な
議論を再燃するものではない。業績目標と実績との差異を業績評価の重要な
エレメントとするやり方が伝統的にとられる限り、差異分析に重きをおく管
理会計固有の業績評価の仕方は、依然オペレーショナルな分析ッールとして
役立ちつづけるであろう。但し、ここで銘記しておきたいのは、社会・文化
環境を異にする管理会計論が当面する問題は、単にそれぞれの社会において
重要視される問題が異なるとか、基本的に性格を同じくする問題が異なる現
象形態をとるといった、単純な差異の問題ではないということである。
　日本人に特徴的な責任・権限の意識は、日本の経営に特徴的な組織構造や
特異な管理方式をもたらした。したがって、このような経営風土の中に、欧
米的な組織構造や、このような組織構造を基盤として展開された管理方式を、
無限定的に導入することはできないであろう。欧米とは極めわて異なった経
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営のあり方が、日本において有効に機能してきたという現実を目のあたりに
するとき、相互の比較分析によって、それぞれの差異を明らかにしたうえで、
統一的な枠組みで説明しうる、より一般性の高い理論を発展させることが必
要であると考えるのである。
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